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A Field Study Report on Migration Policies and Support Systems
for Migrants in Korea （４)











　各執筆箇所の文責は，第 1 ， 5 章が新矢麻紀子，第 2 ， 3 章が春原憲一郎，第 4 ， 6 章
が山田泉である。
２．朝鮮日報訪問調査報告
日　時：2010年 9 月13日（月）午前 9 時55分～ 11時 5 分
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・窪誠・大谷晋也・永井慧子・三登由利子・尹チョジャ・朴
海淑（通訳）・春原憲一郎（報告者）
協力者：Park Jeong Hoon氏（Editor, Public Policy Desk Newsroom：社会政策部部長）
　　　　Lee In Yul氏（Public Policy Desk Newsroom）
　　　　An Seok Bae氏（Assistant Editor, Public Policy Desk Newsroom）
　朝鮮日報は1920年に発刊された韓国で最も歴史が長く，かつ最大の発行部数をもつ日刊
紙である。





























































































　今年から新しくできた支援として，多文化家族の子どもたちに対して行われる 1 対 1 の
相談体制がある。メンタル面のサポートも行う。現役の教師と退職教員が，学校が終わっ























































日　時：2010年 9 月13日（月）午前11時40分～午後 0 時30分
訪問者： 新矢麻紀子・山田泉・窪誠・大谷晋也・永井慧子・三登由利子・尹チョジャ・　
朴海淑（通訳）・春原憲一郎（報告者）







































































































































































































































































































































































































































































　Ｊ：多文化家族の 0 ～ 5 歳の就学前児童に対する韓国語教育や母語教育はどうなって
いるか。また，学校の中に特別な韓国語学級はあるのか。母語教室はどうか。民族学校は
ないと思うが…？
　Ｋ：民族学校はないと思う。ただ，華僑の子どもの民族学校は昔からある。長く韓国に
定着していた中国系の人がたくさんいたから。そこでは，台湾からの支援を受けて台湾の
教科書を使って勉強している。ニューカマーは行かない。駐在員のための日本人学校はあ
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る。インターナショナルスクール，フランス･ドイツ人学校などもあるが，結婚移民のた
めの機関ではない。
　地域によって違うが，仲介業者によって紹介されて，特定の村に特定の国の人が集住し
ていることがある。そういう場所では互助的な組織が発達したり，安山市のように市で支
援している場合はある。
　韓国人化を薦める教育が最初のころは主流だったが，最近聞く話では，「村の人もベト
ナム料理を食べてみよう」というイベントがあったりして，多文化的な気運はある。
　母語教育に関しては，ひとりひとりの意識の持ち方だと思う。わたしは子どもにずっと
日本語を教えてきたが，なかなか母語に力を入れられない母親も多い。母語を習っても役
に立たないことが多いし，韓国語習得だけであっぷあっぷだ。私自身ですら，1993年に生
まれた息子に対して日本語を堂々とは教えられなかった。どちらのことばもできなくなる
とか，周囲からさまざまな脅し文句を言われた。だから子ども以外の家族がいるところで
は日本語を使えなかった。堂々と教えられるのは英語だけ。
　ほとんどの多文化家族は，今現在の時点で子どもが大きくても小学生。今の注目は小学
生向けの韓国語教育。大学や就職の問題までにはぶちあたっていない。問題はこれから。
　学校の中ではふつうに学校の授業をやるだけで，韓国語の取り出し学級などはないと思
う。地域のセンターや教会のボランティアで放課後に韓国語を教えてあげようという動き
がある。学校に入ると，お母さんが助けなければできない宿題がたくさん出る。それを助
けてあげようというボランティアを教会や地域でやっている。
　統一教会は横のつながりが強く，自分たちなりのノウハウを持っているはず。統一教会
は韓国人の作った教会でお金もあるので，ひとつの民族の誇りとまではいかないまでも，
韓国では認知されていて政治的な力もある。
　Ｊ：日本の創価学会のような感じだと認識している。
　Ｋ：その通りだと思う。
　Ｋ：韓国は学歴社会だからこそ，学歴楽観主義がある。勉強さえすればよくなると素朴
に信じている。「皮膚の色の違う人たちが科挙に合格して幸せになっているよ」というテ
レビのキャンペーンもある。「だから勉強せよ」というメッセージ。勉強さえすれば素晴
らしい未来が待っていると思って母親は子どものお尻を叩いている。
　兵役の問題もある。多文化の子どもたちが兵役年齢に達したときにどんな対応をしてく
るか。親が長く韓国に滞在している在日コリアンは子どもに兵役の招集が来て驚いたりす
る。二重国籍は両方の国の権利ではなく両方の国から縛られる面がある。私が息子を二重
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国籍にしたのは，将来兵役に直面したときに選択の余地を与えたかったから。韓国の高校
に通う息子は，今は「兵役につくのは当然」と言うが，親としては戦争に荷担させたくな
いという気持ちが強い。
５）社会福祉と地域コミュニティ
　Ｊ：外国人は困ったら多文化家族支援センターがあるとみんなが言う。隣人として支え
合うシステムは機能しているか。学校や幼稚園の父母の互助などは？
　Ｋ：たまたまいいお隣さんの近くに住んでいればいいが，それはなかなか難しい。安山
は，恐いので韓国人が近づかないという傾向がある。
　Ｊ：日本の場合，日系ブラジル人のお母さんが保育園に連れて行くと，保育園でいいつ
ながりができる場合がある。共感しながら支援している。
　Ｋ：私は日本よりは韓国の方が住みやすいと思う。幼稚園のお母さん同士になってしま
えば，差別はない。本人が尻込みして壁を作れば別だが，積極的に仲間に入れてと言えば
受け入れてくれる社会が韓国。見た目で遠ざける人は少ない。日本人が韓国人とつきあう
と，冷蔵庫の中まで覗かれたりして疲れるので遠ざけようとするぐらいだが，つきあおう
と思えば深くつきあえる。
　制度がぱっぱっと変わるのが韓国の特徴。５年ごとに大統領が変われば制度が変わる。
社会のすべての面においてそうで，大学入試などでも同じ。試験科目まで変わる。2014年
から第二外国語の試験はなくなるぞ，日本語や中国語はいらないんだという風潮ができて
勉強しなくなっている。いわば鶴の一声で制度が変わる。外国人政策も同じ。
　Ｊ：今後，もし仮に外国人排斥の大統領が出ればやはり排斥に動くのか。グローバル化
の影響もあるから難しいとは思うが。
　Ｋ：もう新韓国人が増えているし国会議員候補も出ている状況で，今後法的に後退する
ことはないのではないか。
　Ｊ：韓国の税金や年金・健康保険制度について
　Ｋ：配偶者だと国民健康保険や企業の社会保険がある。私は韓国の健康保険に結婚した
ときから入っている。税金は業種によってぜんぜん違う。文化的な業種だと言うことで出
版社は免税。ある程度の金額までというのはあると思うが。
　韓国は年金制度が整っていない。私の舅は年30万ウォン程度しかもらっていない。
　Ｊ：日本でいうと敬老祝い金程度ですね。
　Ｋ：結局みんな個人で掛け金を払い，保険プラス年金を利用したり，財産を持っていた
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りする。まだ高齢化した外国人が少ないし，韓国民自体の年金制度も未整備なのでほとん
ど考えられていない。
　ホームレスも増えたが，教会に行けばご飯を食べさせてくれる。お寺も同じ。昔からあっ
た社会の温かさは日本より韓国の方が強い。
　
　Ｊ：どういう支援が一番役に立つか。
　Ｋ：長期滞在ビザがもらえること。安心して定着することができる。参政権がもらえる
と積極的に地域のことに関われる。選挙権がないと，「お客さんだから，関係ないのよ」
という，尻込みしてしまう自分がいる。たとえ地域のゴミの問題でも。次の市議会議員選
挙には軍浦市民として積極的に関わっていくと思う。安心してその地域に住み，その地域
の住民として認められることが一番。今や，ありがたいことに韓国社会はそのように変化
してきた。
６．2009年度，2010年度の韓国現地実態調査から
　現在，東アジアの国や地域においても，主に経済のグローバリゼーションに伴い，人の
移動が活発になり，多くの外国人住民が暮らすようになっている。その中でも日本では最
も早くまとまった数の外国人の受入れが始まった。1981年に難民条約締約国となり，ベト
ナム，ラオス，カンボジアからの政治難民の受入れが始まり，まもなく，「外国人」とは
いえないが，中国残留孤児・婦人とその同伴家族の大量帰国時代に入った。これらは経済
活動と直結しているとはいえないが，就労も含め日本で「生活者」として，定住，定着す
るであろう人々である。その後，1990年には改定した入管法の下で，南米等から日系人の
三世までに活動に制限のないビザを出し，労働力不足を補う政策を採った。さらには1993
年，外国人研修・技能実習制度を設け，その在留資格による多くの人々を実質上の低賃金
労働に従事させ，中小企業の国際的コスト競争を凌いでいる。また，この頃から，第一次
産業地域における，いわゆる「外国人花嫁」の受入れが本格的に始まっている。
　改定入管法が施行された1990年という年が，日本の外国人「生活者」の大量受入れが始
まった年とすると，台湾がすぐそれに続いて同様の受入れを始めた。これに対し，韓国は
約10年ほど遅れて，2000年代に入って本格的な受入れが始まったといえる。しかし，韓国
における外国人受入れ施策については，法整備から種々の支援，ホスト側の意識変容への
取組みまで，目覚ましい進展があり，日本や台湾の対応と比して大きく水を開けて，前を
行っている感がある。
　日本の外国人生活者受入れの在り方，とりわけ言語政策を考える者として，韓国に学び
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ながら，日本にとって必要な政策を確定し，種々の具体的施策の推進に資することができ
ればと思う。それは，当事者である外国人生活者やその家族はもちろんのこと，日本社会
や世界の安定のためでもある。日本と比べ30年早く移民の大量受入れを行ったヨーロッパ
の現状が，反面教師としてそのことを示唆している。そう考える一方で，日本では遅々と
して進まない受入れ施策が，なぜ韓国ではこれほど急速に進展し，さらに発展しているの
かという研究者としての疑問があった。もちろん，韓国でも対応に苦慮しているとすると
ころも少なくないし，行政担当官から研究者まで，「まだ始めたばかりで結果が出ていない」
と言うことが多いが，明らかに画期的な施策を次々と打ち出している。この 2 年度にわた
る本研究グループによる韓国での「調査」は推測の域を出ないのかもしれないが，おぼろ
げではあるが，一つの仮説といえるものを得たように思う。
　それは，聞き取り調査中に多くの韓国人関係者からも直接指摘があったことだが，「自
分たちは軍事政権を民衆革命によって倒し，民主主義を勝ち取ったのだ」という自負と気
概を持っている人々が少なくなく，当然それによって，主権者としての個人はこの国の在
り方に責任があるという意識につながっているというものだ。そして，1985年前後に学生
だった人たちが40代中・後半の年齢になり，NPO・NGO，マスコミ，行政，政治等，そ
れぞれの分野で中堅として活躍している。外国人の受入れそのものに対しては多様な意見
があったとしても，国の在り方を自分たちで考えようとする意識は，日本のそれとかなり
違っていることが分かった。さまざまな国の在り方の一つとして，受け入れた外国人とと
もに生きていく社会をどう作るかということがある。話を伺ったすべての人から，そのこ
とに前向きに対処していこうとしていることを実感した。
　もう一つ，調査で感じたことは，話を聞かせていただいたすべての人のコミュニケーショ
ンの形に共通性があるということだ。その共通性とは，一言でいうと「誠実」ということ
だ。こちらの個別の質問に答えるときも，具体的に説明をするときも，こちらに質問をす
るときも，丁寧ではあっても，率直に話すということだ。謙遜もおごりもなく，謙虚では
あっても本音でストレートに話してくれるところに，さわやかさと大人としての安定感を
感じた。おそらく，韓国人同士や韓国人と外国人も，このように誠実に議論を続けながら，
ともに国の在り方を模索しているのかとも思う。
　「国の在り方に対する個人の責任感」と「誠実な議論」，この二つは，日本に不足し，しっ
かりと学ばなければならないところだと痛感した。
　2010年度韓国における現地実態調査報告は本稿にて終了し，次号からは，2011年度韓国
現地実態調査報告を行う予定である。
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＊ 本研究は，平成21～23年度科学研究費補助金（基盤研究（Ｂ）課題番号21320097）「「日
本語教育保障法」に向けた理論的・実証的研究―言語教育学と公法学の視点から―」に
よるものである。
